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　2024年の正月に起こった能登半島地震。半島という土地の特性や高齢化した地域
性があるが、過去の東日本大震災や熊本地震に比べても復旧支援の難しさが日を追う
ごとに浮き彫りとなっている。
　とくにインフラの復旧の遅さだ。とりわけ水道水は、水道管があちこちで断裂したた
めに、各所で断水がいまなお続いている。完全復旧には年単位の時間がかかるとも言
われている。背景には少子高齢化による地方行政の予算・人材不足がある。インフラ
保守に回す予算と人員が確保できなかったのだ。道路もどこまで復旧できるかは不明
だ。保守整備が追いつかず、廃道にする例も増えているからだ。老朽化した橋やトンネ
ルを通行止めにすることもあり、迂回を余儀なくされる地域も少なくない。
　日本が世界に類を見ない少子高齢化、人口減少時代に入ったことは誰もが知ってい
る通りだ。しかし実際に人口減少社会、高齢社会になった時に起こってくることを、ど
こまでイメージできているだろうか。
　そこで今回はオフィスや交通機関、地方や大都市の中でどんなことが日常的に起こっ
てくるのか概観し、そういった課題に対してどのような対応が可能なのか、みていきたい。

高齢化で通勤時間が延びる

　まずおさらいをしておきたいのは高
齢化問題の現実だ。高齢化は世界中
の先進国、あるいは新興国でも進ん
でおり、日本だけが特異な問題となっ
ているわけではない。ただ日本は高
齢化率が世界で最も高く、20世紀中
は人口比で10%台を維持していたが、
2005年に20%を超え、世界一の高齢

先進国になった。この先もどんどん高
齢化が進み、2015年には26.7%となり、
世界一の高齢先進国を維持している。
今後も2035年に33.4%、2060年には
39.9%と、なんと4割が65歳以上の高
齢者になると予想されている。
　高齢者の増加はマクロ的な視点だ
とあまりリアリティを感じないだろうが、
日々の生活に落としてみると様々な問
題が浮かび上がってくる。

　たとえば通勤時間がいままで以上に
かかる可能性がある。
　路線バスを考えてみよう。いまでも
追い越し禁止車線を走るバスが停留
所に止まるたびに、後方には乗客の乗
り降りを待つ自動車の列ができたりす
る。これが高齢化が進むと、一人当
たりの乗り降りにさらに時間がかかって
くる。乗降客の中には車椅子に乗った
人や杖をついた人が増え、運転手の
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手助けを必要とする人も出てくる。す
るとどうしても一人当たりの乗降時間
は増えてしまう。
　朝夕の過密ダイヤでは定時運行が
ままならなくなり、予定通りバスや電
車が来ないということも起こるだろう。
もしくはダイヤを見直して、従来より間
引き運転をせざるを得なくなる。
　バスの後ろで待つ通勤自動車もさら
に長時間待たされることになり、通勤
時間はどんどん長くなる。これは企業
にとっては営業時間が奪われることに
なり、取引先の打ち合わせや会議な
どに遅れる可能性も出てくる。メーカー
では工場のスタート時間や従業員の
交代時間が間に合わなくなり、予定通
りの生産計画が出来なくなったりする
だろう。すると会社全体の生産性が落
ちかねず、ひいては国全体のGDPに
大きな影響を与える可能性がある。

デパートではフロアに対して
売り場面積が減る

　デパートなど小売りの現場ではどの
ようなことが起こるだろうか。
　既に冬の時代を迎えているデパー
トでは人員を削減する傾向にあるが、
判断力の衰えた年配客が増えるにつ
れて、一通りの商品説明ではなかな
か理解してもらえないという状況も増え
てくる。
　1人に対しての接客時間が長くなる
ため、従業員一人当たりの売上単価
が落ちていくことになる。より売上を上
げようとすれば人を増やさざるを得ない
ということにもなりかねない。
　また大型施設では顧客向けの休憩
椅子などを増やす必要がある。カート
や車椅子などを使う高齢者も増えるの
で、通路の幅にももっとゆとりが欲しく
なる。つまりフロア面積に対して、販
売用に充てられる面積はいまより縮小
せざるを得ないことになる。

　鉄道会社も現在の荷物棚の高さを
高齢者向けに変える必要が出てくるだ
ろうし、車椅子などのスペースをより広
く取る必要が出てくる。そうなると新し
い車両の開発や導入も必要だ。ただ
でさえ乗客が減っていくなかでの、ホー
ムドアの設置やエレベータの設置な
ど、投資案件を抱える鉄道会社にとっ
て、頭の痛い問題が加わってくること
になる。

タワーマンションは天空の
老人ホームとなる

　高齢化の影響は集合住宅やマン
ション、都心のタワーマンションなどに
も及ぼす。この数年来都心に高級タ
ワーマンションが林立しているが、今
後これらのタワーマンションが大規模
修繕などの時期を過ぎるとスラム化す
る可能性がある。
　都心のタワーマンションの場合、最
高階は外国人の投資家などに投資目
的に購入されることが多く、本人は居
住せず貸し出したりする。またタワー
マンションの場合、眺望の良い上層か
ら中層階まではいわゆる富裕層の方
が買うのだが、低層階になると一般の
サラリーマンなどが多く購入する傾向
がある。
　一般的な新築マンションでは、入居
時にはだいたい似たような家族環境で
似たような収入の人が入居するが、タ
ワーマンションの購入者は新築時点で
かなり収入や生活スタイルの違う層が
入居するので、大規模修繕後のメン
テナンスにおいて話がまとまりにくくな
る可能性が高いのだ。
　これは一般的な新築マンションでも
起こりえる。入居時は同じような収入
や家族環境の人たちでも、勤務先の
違いや出世の状況で、差が出てしまう
からだ。長い人生のなかでは事故や
病気で収入が途絶える人も出てくる。

管理組合の話し合いは平行線をたどっ
てまとまらず、結局、住み替えできる
人だけが新たな新築物件に移り、ロー
ンを抱えた高齢者だけが残るかもしれ
ない。タワーマンションの場合はこれ
が顕著に現れる可能性があるのだ。
　一般的にタワーマンションの大規模
修繕となれば、入居当初に設定した
積立額では対応できないとされ、一時
金の積み増しなどさまざまな対応が必
要となってくる。しかし最上階などの投
資家は余計な出費を減らしたいと考え
るだろうから、拒否する可能性が高く
なる。その一方でタワーマンションに
永住するつもりで購入したニューファミ
リー層は、住宅ローンを払い終わった
頃には高齢者になっており、追加で拠
出する資金が残っていない可能性も高
い。結局大規模修繕がままならない
状態で、高齢者だけが住まう「天空の
老人ホーム」となってしまうこともありえ
るのだ。

家庭内のいたるところに
凶器が……

　マンション住人が高齢化するという
ことは、配偶者に先立たれたり、独身
のまま高齢を迎えた独居老人が増える
ことにもなる。高齢者が一人で住む場
合、家庭内で怪我をしたり死亡するリ
スクが急速に高くなる。
　そのトップが風呂場での溺死だ。消
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費者庁の調査では、2008年に3384人
だった浴槽での溺死者は、2018年に
は4900人となり、約1.5倍に増えてい
る。その9割が高齢者なのだ。さらに
高齢者の転倒事故も増えており、東
京消防庁の調査では、65歳以上の
転倒による救急搬送者は、2012年に
４万2625人だったが、2018年には８万
3905人に増加している。

高齢化で野菜が高騰する

　野菜も高齢化の影響を受ける。高
齢者の増加で野菜の消費量が増える
ということではない。野菜の作り手が
高齢化していくために、野菜が高騰す
るという話だ。
　農業従事者の平均年齢は1995年に
は59.6歳だったが、2005年には64.2
歳に上 昇し、2020年には67.8歳と、
確実に高齢化が進んでいる。
　その結果、65歳以上の農業就業者
が全体の65%と、3人に2人が高齢者
になっている。特に主食である米の稲
作従事者の高齢化は著しく、2015年
時点で65歳以上の稲作農家は全体の
76.5%を占めているのだ。ただこれだ
け高齢化していても稲作の場合は機
械化が進んでいるので、大きな風水
害や異常気象がない限り、当面価格
に影響は出てこないだろう。
　問題なのは野菜だ。現在野菜工場
などが都市部でも展開されているが、
北海道などを除いて大規模化が難し
いため、全体的に野菜農家の機械化
は遅れている。また物流も複雑なの

で、今後このまま野菜農家の高齢化
が進み続けると、人手不足で収穫が
追いつかずに野菜の高騰が続く事態
に陥ってしまいかねないのだ。

高齢化で中小企業の
大廃業時代がやってくる

　高齢化問題は企業も直撃している。
近年は中小企業の倒産件数は減って
いるが、代わって休廃業する企業が増
えているのだ。
　2008年に年間2万4705件だった休
廃 業・ 解 散 数は、2023年には４万
9788件と、５万件に迫っている。驚く
べきは、こうした企業の半数が黒字
だったということだ。
　民間調査会社の東京商工リサーチ
によると、２０２２年に休廃業・解散し
た企業4万9698社のうち、利益率が
0%以上の黒字状態で廃業した割合
は54.9%と半分を超えていた。さらに
生存企業と比較しても、利益率の中
央値を上回る利益率で休廃業・解散
した企業が32.6%もあったのだ。
　つまり十分な利益を確保していなが
らも、休廃業・解散を決めている企
業が多くなっているのだ。この傾向は
これからも続く見込みだ。中小企業庁
の調査によれば、60歳以上の経営者
の実に50%以上が廃業を予定している
という。

中小企業の後継者問題が
大企業の売上を直撃

　こうした休廃業の問題は大企業にも
影響を与える。中小企業、特にものづ
くり企業の多くが大企業の下請けや協
力会社となっているので、中小企業が
廃業したり休業したりすれば、部品や
材料の供給が止まることによって最終
的な商品が製造できなくなるからだ。
　経済産業省の資料によれば、2025

年までに経営者が70歳を超える法人
の約31%、個人事業者の65%が廃業
すると想定しており、2025年頃までの
10年間で約650万人の雇用が奪われ、
22兆円のGDPが奪われる可能性があ
ると予測している。
　こうした休廃業・解散の理由の多
くが後継者不足にあることは知られて
いる通りだ。いまは若者の人口が減っ
ていく時代。若い後継者が減っていく
ことは致し方ないと思う面もあるだろう
が、その内容を見る限り、必ずしもそ
う言い切れない面がある。
　というのも先代経営者自身が、周り
に相談することなく、自分の代で廃業
を決めてしまっているという例も少なく
ないからだ。
　中小企業庁の調査によると、廃業
の理由として最も多かったのが「当
初から廃業すると決めていた」（38.
２％）、次いで「事業に将来性がない」
（29.7％）と続いている。しかしその後
には「子供に継ぐ意思がない」「子供
がいない」「適当な後継者が見つから
ない」などの後継者難が挙がってきて
いる。
　しかしこの回答は廃業を選択した中
身を正しく伝えているとは思えない面
がある。というのも上述したように、廃
業予定のうち3割以上が同業他社より
良い成績を上げており、4割が今後10
年間の将来性については「現状維持
が可能」と回答しているからだ。
　将来性も収益もまだまだあるにもか
かわらず、後継者がいない、見つか
らないというのは、そもそも後継者に
事業を継いでほしいという意思を伝え
ていなかったり、後継者問題を周りに
相談するということをせずに決定してい
る可能性が非常に高い。
　国はこの後継者不足に関しては意
欲のある事業者によるM&Aなどを進
めているが、M&Aをスムーズに行うた
めにも後継者不足に悩む企業の内容
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をデータベース化して、さらに企業買
収時の優遇税制など、規制緩和の推
進を図る必要がある。何より中小企業
の経営者自身が早い段階から将来設
計を描き、誰に譲るかをはっきり決め
ておくことが重要となる。

高齢ドライバーを救えるか、
自動運転技術

　高齢者の増加によって、ブレーキと
アクセルを踏み間違えたり、高速道路
を逆走するといった交通事故も増えて
きている。
　自治体によっては、高齢者の免許
を自主的に返納させる制度を設けてい
るが、法的にも限界がある。また地方
においては高齢者から車を奪ってしま
うと買い物難民になってしまい、生活
が困難になる可能性もある。
　そこで期待されるのが自動運転だ。
完全自動運転の形をレベル5とすると、
日本ではレベル３までは実証済みと
なっている。
　レベル３とは基本は自動運転で、緊
急時のみドライバーが対応するという
レベル。現在各地で客を乗せた自動
運転タクシーやバスが実証実験を進め
ているが、こうした自動運転は今後確
実に進化していくはずだ。2035年には
新車の1/4が完全自動運転車になると
言われており、ここまでいけば高齢者
が免許を返納しなくても、安全に目的
地に着くことができるようになるかもし
れない。
　しかし落とし穴がある。自動車の整
備士の問題だ。日本は車検制度があ
り、仮にリースでもサブスクでも誰か
が整備をしなければならない。ところ
がその整備士のなり手が減少している
のだ。国交省の資料によると2003年
度から2016年度までの全国の自動車
整備学校への入学者は12300人から
6800人と約45％も減っている。これは

入学の段階なので、データはないが
卒業までを入れるとさらに減るはずだ。
　整備士は国家資格なので、しっかり
見てもらえば、安全性に問題はないだ
ろうが、修理や車検に時間を要するよ
うになり、いざというときに車が利用で
きないという事態になりかねない。
　これは自動車整備士に限ったことで
はなく、ほかのメンテナンス技術者に
も言える。たとえば、第一種電気工
事士である。経産省の予測では2030
年には23000人が不足するという。空
調整備業界では配管工が高齢化に
よって不足しているという。
　今後は、エアコンが壊れても何週間
も待たされたり、家やビルのリフォーム
やリノベーションに予想外の期間がか
かることになるかもしれない。
　さらに懸念されるのは、こうした人
手不足に便乗した悪徳商法である。

「格安」「速さ」などを謳いながら、資
格や実力のない素人が請け負って、
事故やトラブルを引き起こす可能性も
ある。

九州全土以上の
「所有者不明」の土地

　高齢者社会の後にやってくるのが多
死社会だ。すでに東京などの大都市
部では火葬場不足による葬儀の遅延
が増えている。今後もっと死亡者数が
増えていくと火葬場不足だけではなく
読経をするお坊さんの数が足りなくな
る可能性がある。火葬場や葬儀場を
確保できたとしても、東京ではお坊さ
んが来てくれないので葬儀を10日後
に執り行う、といった事態も起こりつつ
ある。
　一方、多死に伴って増えるのが相
続問題だ。今後は親族のいない一人
暮らしの高齢者が増えていくので、遺
産相続争いが少なくなるかもしれない
が、相続人がいないまま孤独死が増

えると、空き家や空き地が増えていくこ
とが懸念されている。
　近年問題になりつつあるのは所有
者不明の土地。地方から東京や大阪
などの大都会に出てきた人のなかに
は、親の出身地に残された相続対象
の土地を一度も訪れたことがないとい
う人も増えている。それどころか出身
地に土地を所有していたということを知
らないケースもある。
　こういった場合、利用価値のある土
地ならば相続をして管理するだろうが、
その価値が見いだせない場合、わざ
わざ地方に出向いて手続きをする労
力やコストが見合わないと判断し、そ
のまま放置状態になりがちだ。このよう
な土地が長期間にわたって放置される
と相続人がネズミ算式に増え、さらに
問題を複雑化させてしまう。地方では
集落単位の共同土地があったりするの
で、遺族やその権利者が不明となる
場合も多く、結果として所有者不明の
土地が全国に広がっているのだ。
　一般財団法人国土計画協会の所有
者不明土地問題研究会が、一定条
件のもとに相続手続きされなかったり
所有者の住所が変わって連絡が取れ
なかったりした土地を推計したところ、
所有者不明と考えられる土地面積は
全国で約410万ヘクタールに及ぶこと
がわかった。これは九州本島約367万
ヘクタールを上回るという、驚愕の数
字だ。こうした状況に鑑み、国は2018
年３月、「所有者不明土地の利用の円
滑化等に関する特別措置法案」を閣
議決定している。
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人が住まなくなった土地は
害獣のパラダイス

　一方で空き家問題も深刻だ。総務
省の統計によると、空き家は全国に約
850万軒（2018年）存在している。また
野村総合研究所の試算によれば2033
年には、これが2670万戸まで増え、
空き家率は全国の住戸の30.4%にま
で上がってくると算定されている。あと
10年後には、およそ3戸に１戸が空き
家となる計算だ。 
　空き家をそのまま放置しておくと、
いわゆるゴミ屋敷となり、地域の環境
が悪化し治安の悪化を招いたりする。
また空き家の多い土地は次第に敬遠
されるので一帯の資産価値がどんどん
下がっていく。
　空き家問題は人口減少問題とセット
で起こる。人口が減ってくると自分の
住んでいる地域に店がない、医者が
いないといったことが起こる。つまりそ
の地域だけでは生活を全う出来なくな
る。こうした地域を限界集落と呼ぶが、
いま日本全国にこの限界集落がどんど
ん増えている。
　総務省は65歳以上が人口の50％
を超える地域を限界集落と定義してお
り、５年毎に限界集落の調査を行っ
ている。2020年の調査では全国に約
62000の限界集落が存在している。限
界集落は新陳代謝が起こらないので
最後の１人が亡くなった場合、そこに
人が住まなくなる。2020年に行われた
調査では年間139の集落が消滅してい
る。これからの日本にはいたるところ
に人が住まない地域がどんどん増えて
いくことになるだろう。
　人が住まない地域が増えていくとそ
こに動植物が進出する。単純に野生
動物が見られるようになり、自然が豊
かになるということは一見美談のようだ
が、そこに隣接する地域の人々にとっ
ては脅威となる。

　たとえば人がいなくなった空き家は、
いろいろな生き物の巣やねぐらになる
可能性がある。有害なスズメバチの巣
が作られたり、アライグマやハクビシ
ンといった、人間にとって凶暴な動物
が巣を作る。人の手を離れた農地で
は子連れの猪や熊がそこを占拠する。
駆除しようにもその土地が誰かの所有
地のままであったり、所有者不明の場
合は勝手に駆除ができない。あるいは
駆除を頼むとしても、猟友会などの資
格を持った人たちが高齢化している現
在、その要請に応じることは難しくなっ
ている。結果として近隣の住民が引っ
越すという悪影響、悪循環が続くこと
にもなりかねない。
　自然豊かな生活を夢見てIターンや
Uターンをしたものの、鳥獣害を恐れ
て結局都会に戻ってきたリターン組が
今後増えるかもしれない。

多国籍化で教育や給食の
負担が増える

　一方の人口減少問題はどうだろう。
人口減少も多くの先進国で、問題化
している。約14億、世界の人口の2割
弱を占める中国でも2018年から人口
減少に転じている。
　日本は2011年より人口減少社会に
転じ、以後連続で下がり続けている。
2017年に94万6060人だった出生率
は、2033年 に は79万7000人と80万
人台を切ることになる。単純計算する
と毎年1万人ずつ若者が減っていくの
だ。 

　国は特殊出生率を上げる政策など
を様々な形で打ち出してきたが、思う
ような結果に結び付いていない。岸田
内閣は異次元の少子化対策を打ち出
しているものの、民主党政権時代の
焼き直しにとどまる程度で、“異次元”
まではほど遠いようだ。
　ということで今後日本の人口を維持
していく現実的な対策の筆頭が移民
の受け入れだ。
　国は今後も移民政策については考
えていないと言っているが、いわゆる
外国人労働者は既に受け入れられて
いる。厚生労働省が出す、外国人雇
用状況の届出状況というデータによれ
ば、2022年で外国人労働者数は182
万人。中長期の在留者数は約300万
人おり、申告漏れも含めれば、さらに
上積みされる。 
　となってくるとそのためのインフラ投
資というのも必要になってくる。すでに
小学校などでは、日本語が分からな
い生徒のために特別な支援学級など
のサポート体制を敷いて、教員をそこ
に充てている。また給食制度において
は、メニューの多様化を図っていく必
要がある。移民の受け入れは、人種
の多様化だけではなく、宗教も多宗教
化するので、一つの献立では対応で
きなくなる。航空機の機内食のように、
個々の宗教観や信条に応じたメニュー
も求められるだろう。
　加えて、宗教的なタブーの問題から
授業に制限が加わることも想定される。
いずれにせよ、人口減少問題の対策
には「いいとこ取り」はないと考えたほう
がいいだろう。

人手不足は続き、
社員のモチベーションは低下

　人口減少はあらゆる産業に影響を
与える。



BANK

ATM

ATM

6

　日本の労働市場は空前の売り手市
場であり、中小企業の人材不足は常
態化している。この先も人材不足は続
く。運輸業界やIT業界、建設業界な
どはかなり前から人材不足が懸念さ
れ、その対策がなされてきた。働き
方改革で長時間労働が厳格に制限さ
れ、働きやすくなってきているが、代
わりに仕事やサービスが滞るようになっ
た。2024年問題を迎えるトラックドライ
バーはその典型だが、長時間労働が
制限されるため2030年には10億トンの
荷物が滞るとの予測もある。それでも
トラックドライバーは2028年には24万
人が不足するとされる。バスやタクシー
ドライバーも各地で不足している。建
設業界も運輸業界同様2024年問題を
抱える。資材の高騰、人材不足で予
定の建築物が期限内に完成しない可
能性も出ている。すでに行政の入札
は、価格と人手不足で不調が珍しくな
くなっている。
　一方IT人材も不足が続く。もはや
ITに関わらず仕事ができる産業は日
本にはないと言っても過言ではない。
あらゆる産業の業務が停滞する可能
性がある。とくに影響を受けるとされる
のが金融業界である。この業界では
ネット化が進んでいるため、IT人材の
奪い合いが起こっている。ネット化の
影響で実店舗もどんどん減り、代わり
に銀行ではATMが置かれるようになっ
たが、ここにもIT人材は必要となる。
IT人材の不足からATMが利用できな
いといったトラブルも起こっている。

　もちろん国も手をこまねいているわ
けではない。積極的にIT人材の育成
を図っている。経産省などの「IT人材
需給に関する調査」（2019年）では、
2018年の103万1058人から2030年に
は113万3049人にまで増えると予想し
ているが、それでも2030年に最大79
万人が不足すると言われているのだ。
金融機関の基幹システムは古いものが
多いため、システムを更新しない限り
先端ITの恩恵は受けにくい。他方IT
人材は常に先端を求める傾向があるた
め、いかに人材を増やしても、古いシ
ステムの保守に魅力を感じるIT人材
は少ないだろう。金融機関が大規模
な障害を起こせば、たちまち信用問題
に発展する。

遺産マネーが地方の銀行から
大都会の銀行に

　金融機関はほかにも人口減少の影
響を受ける。一番は顧客の奪い合い
である。
　人口減少は地方で進んでいる。と
いうことは、そこに依存している様々な
企業や行政機関が縮小を余儀なくさ
れる。小売業などでは売上が減ること
になるが、そこの取引先にある金融機
関なども大きな影響を受けてしまう。
　東洋経済新報社が調べたデータで
は、2023年3月の決算で、全国の地
方銀行99行中、14行が赤字となって
いる。
　地方の金融機関が預金高を落とす
背景には地域経済のGDP低下のほか
に、相続問題が絡んでいる。地方に
いる高齢の親が亡くなると、都会にい
る息子や娘が遺産相続するので、親
の預金口座が解約されて息子、娘の
口座に移転してしまうからだ。今後地
方の金融機関は預金高を落とし、合
従連衡が続くことになるかもしれない。
金融業界はまさに生き残りと信用をか

けた正念場を迎えると言えそうだ。

2030年には
「患者不足」が顕著になる
医療業界

　医療にも大きな変化が起こってくる。
人口減少が進む地方では医療機関が
集約されているが、都市部、とりわけ
首都圏では医療機関の増加が続く。
東京都の調査では、都内一般診療所
は1987年以降2020年まで増え続けて
いる。医師は毎年3500人から4000人
誕生しているが、こうした新人医師の
大半が都市部に流れる一方、地方か
ら医師が消えていく傾向化が顕著にな
る。医師の地域偏在がますます拡大
することになる。地方の医師不足は解
消されず、都市部では患者争奪が激
化する。
　しかしそれも2030年頃から変わる。
厚労省が発表している入院患者数を
みていくと2035年までで260箇所で
ピークを迎えるという予測がある。外
来患者ではすでにピークを迎えている
医療機関が出ており、2020年までに
214箇所がピークを過ぎている。つまり
日本全体で患者不足が起こっていくの
である。厚労省がどのような施策を打
ち出すかはわからないが、現状のよう
な人数の医師育成を進める限り、「医
師が儲かる仕事」のイメージから離れ
ていく可能性は高い。
　一般の中小企業ではどうだろう。中
小企業はこれまで若手の採用を減ら
したり、停止してきたため、さらなる
人材不足が予想される。するとこうし
た企業のなかには、いつまでたっても
新人のような雑務が割り当てられたり、
割を食うような人が出てくる。結果、
仕事のモチベーションは上がらず、企
業の生産性が落ちる可能性がある。
　国は生産性を上げるためにDXを推
奨しているが、DX投資をする余裕が
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ないのが実情だ。資金があっても銀行
の例にみたように、多くの中小企業が
古いITシステムを活用しているため、
切り替えに時間がかかり、またそのシ
ステムを維持するコスト、人材もみて
いく必要がある。過保護と言われそう
だが、日本の産業界の生産性向上に
は、継続的な行政のDX支援が求めら
れる。

健康経営で社員を
いきいき活用する

　人材不足に対しては、高齢者の再
雇用に取り組む企業も増えている。か
つてと違い、いまの60代は老人や高
齢者と呼ぶのも憚られるほど元気な人
がたくさんいる。すでに社会では人生
100年、あるいは110年という言葉が
定着しつつある。
　もちろんただ長生きするだけではな
く、健康であることが大前提となる。「健
康寿命」という考え方も生まれている。
健康寿命は日常生活に支障がない状
態でいられる寿命のことで、日本の場
合だいたい男性が71歳、女性が74歳
とされる。今後はこの数字がどんどん
伸びていくだろう。
　健康寿命を延ばすために、最近で
は企業の中で「健康経営」という言葉
が使われ出している。残業時間が少な
く、ストレスの少ない職場づくりをして
いる経営を指し、国はこうした健康経
営をする企業を健康経営企業として表
彰している。こういった動きが進めば、
元気な高齢者が会社を成長させる可
能性も出てくるはずだ。

80、90歳が元気で働ける
若返り医療、
オミックス医療

　実際最新医学では、「オミックス医
療」という新しい技術が誕生し、健康

寿命を延ばすことが期待されてる。ア
メリカで染色体のテロメアを引き延ば
すことができるテロメラーゼ遺伝子が
発見され、これを用いることで人類の
健康寿命を延ばすことが確実視され
ているのだ。オミックス医療を施せば
80歳から90歳という高年齢であっても
極めて健康的な状態で暮らすことがで
きると言われている。ある意味で、映
画『ベンジャミン・バトン』の世界が現
実化するのだ。限界寿命も100歳から
120歳まで延ばすことが可能とされて
いる。仮にそうなるなら、60歳で定年
を迎えると、将来はそれと同じぐらい
の人生が残ってしまうことになる。まさ
に第二の人生をどう過ごすかが問われ
る時代となるのだ。

あと10年弱で迎える
「ミニ氷河期」

　少子高齢化問題からは外れるが、
今後起こる可能性で押さえておきたい
ことがある。ミニ氷河期の存在だ。イ
ギリスのノーザンブリア大学のバレン
ティーナ・ザーコバ教授らが発表した
内容によると、世界は2030年に97%
の確率でミニ氷河期へと突入するとい
うことだ。あとわずか10年弱だ。その
最大の根拠は太陽活動の停滞にある。
昔から太陽活動が停滞すると地球の
気温が下がり始めると言われてきた。
　実は世界では過去に数十年単位
でミニ氷河期が到来していたことがわ
かっている。例えば1645年から1715
年頃のミニ氷河期では世界の平均気
温が1.5℃下がった。ヨーロッパではイ
ギリスのテムズ川が完全に氷結し、ま
たアイスランドでは周囲の海が氷に閉
ざされ、貿易や漁業に大きな影響を
与えた。またペストの流行やフランス
革命の勃発についてもミニ氷河期が影
響したという説がある。
　江戸時代には飢饉が頻発したが、

これはミニ氷河期の影響で作物が不
作だったことも原因の1つとされてい
る。
　では現代の日本の場合はどうなるの
だろうか。
　例えば東京の場合は夏の平均気温
が最高で20℃ぐらいになると予想され
ている。生命の危機というほどにはな
らないものの、全国的な農作物の不
作が起きる可能性はある。対策として
は食料の備蓄対策や野菜工場などの
新しい農業システムの開発を進めるこ
とだ。またミニ氷河期は単に気温が下
がるだけでなく、他の異常気象を誘発
することから、豪雨や豪雪といった様々
な災害が懸念される。
　また気温が下がって空気が乾燥して
いく場合、インフルエンザなどのパンデ
ミックも予想される。

60歳で引退せず、
積極的に働く場所を確保

　ネガティブな話ばかりとなってしまっ
たが、こうした少子高齢化社会に対し
てどのような対応が可能なのだろうか。
　１つの方策は、働けるだけ働くという
ことだ。多くの企業で定年を65歳に引
き延ばす動きが出てきているが、人生
100年と言われる時代、そこから老後
というのはあまりにも早すぎる。
　生命保険文化センターが、老後に
必要な資金生活資金について総務省
の家計調査年報を元に分析したとこ
ろ、高齢夫婦２人がゆとりを持って暮
らす希望額は平均34万9000円とのこ
と。これを年金などで賄うことは到底
不可能だ。少しでもゆとりのある老後
にするには、やはり働き続けることが
一番だ。
　既に昨今の人手不足を背景に、高
齢者の雇用に積極的に乗り出している
企業も増えている。また最近では「アル
ムナイ雇用」という言葉も生まれている。



8

　アルムナイとは英語で「卒業」を意味
する。すなわち一度会社を“卒業”した
人がその会社に戻って再雇用されるこ
とだ。アルムナイ雇用者はその会社の
文化や業務を知っている上、他の会
社や業務で新しいスキルや知識を得
ている可能性が高いため、教育コスト
が低く、高いパフォーマンスを出しや
すい。
　ただ現役世代に比べて体力が衰え
つつあるのは確かなので、健康を維持
しながら年金などの差額を埋められれ
ばいい、というスタンスで仕事に臨む
ことが大事かもしれない。

60歳で起業することも手。
早めに準備を

　望むような仕事がないという場合は、
起業するということも手だ。仮に60歳
から起業したとしても、80歳までで20
年、90歳までだったら30年、新たな
ビジネスパーソンとしての道が開ける。
特に女性の場合の余命はかなり長い
ので、早いうちから起業家塾などに足
を運んでノウハウを蓄積して、週末起
業といった段階を経て独立することも
いいだろう。
　女性の起業のケースでは、店を持
つ人が多いようだ。地方にはシャッター
通りと言われる商店街が増えている
が、こういった場所を利用して、週末
や週に１、２日だけ店を開けるような形
で商売を展開するのも１つの方法だ。
商店街の店としても賑わいがつくれる
ため、地域にも個人にも、双方メリッ
トが出てくる。

使う部屋を絞って家のなかを
コンパクト化する

　高齢となって足腰が衰えてくれば養
護施設や介護施設に入るという手があ
るが、そういった施設で暮らすにはお

金がかかる。
　自宅で暮らし続ける場合、持ち家の
人は家の中のコンパクト化を実践する
といいだろう。その大きなメリットは省
エネとヒートショック対策だ。
　一般的に地方の一軒家は間取りが
ゆったりとして部屋数も多くなってい
る。高齢者には持て余す広さになって
いる。そこで家の中で「使う部屋」と「使
わない部屋」を明確に分けて、使う部
屋に日常的に必要なものを全てまとめ
るようにしておくといい。
　使う部屋から風呂場までの動線を
決めておけば、使う部屋と風呂場まで
の動線だけを重点的に冷暖房を収集
させることができるので、冬場のヒート
ショックなどが起こりにくくなる。また必
要なものを使う部屋にまとめておけば、
物忘れをしても探す場所を限定できる
ので見つけやすくなる。

企業は全国転勤をやめさせる

　今後少しでも人口を増やす、働き手
を増やすということを企業として考える
のであれば、全国転勤をなくすことが
有効な手段となる。
　厚生労働省の「第12回 21世紀成年
者縦断調査」によれば、夫の休日の
家事育児の時間が長いほど第２子以
降の出生割合は増えている。２時間未
満の割合は29.0%だったが６時間以上
では80.0%と増えているのだ。待機児
童問題はだいぶ解消されつつあるが、
仮に保育所を見つけても、夫婦のどち
らかに転勤命令が出てしまったら、ま
た一から探し直しをしないといけない。
いかに企業がイクメンを進めていたとし
てもこの単身赴任などの状況が解消さ
れない限り、本来の目的である少子
化解消には繋がっていかない。北欧
などでは単身赴任を前提としない会社
運営が一般的だ。今後は単身赴任を
前提としない企業マネジメントが社会

的にも求められる可能性は高そうだ。

テレワークを積極的に活用する

　同様に今後企業が取り入れるべき
はICTを使ったテレワークだ。コロナ
禍でテレワークが一気に広がったもの
の、国の５類指定以降は、再びオフィ
スワークに戻っている企業も多い。
　しかし地方にいながら正社員が完全
リモートワークで仕事をする会社も増え
ている。機械加工会社が自宅でリモー
トワークするケースも出てきている。
　自宅で勤務する在宅勤務や会社の
サテライトオフィスでの勤務、あるいは
いつでもどこでも仕事が可能なモバイ
ルワークなどの活用で、通勤時間の
短縮やそれによる子育て世代の子育
て時間の確保などを体感した人も多い
だろう。時間的なゆとりができれば発
想も豊かになり、よりクリエイティブでイ
ノベーションの起こしやすい企業に変
わっていく。
　人口減少社会においては既存市場
は縮小していかざるを得ない。したがっ
て今後生き延びるためには、いかに新
しい価値を創造していく環境を作り出
せるかにかかってくるのではないだろう
か。そのためにもいまの働き方自体を
見直すことは、少子高齢化のなかで
生き延びる企業戦略の重要な要素にな
りそうだ。
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■ 高齢化で通勤時間が延びる

■ デパートはフロアに対して売り場面積が減る

■ 小売は接客人員を増やすことになる

■ タワーマンションは天空の老人ホームとなる

■ 高齢者の住宅にはいたるところに凶器が存在

■ 九州全土以上の「所有者不明」の土地

■ 人が住まなくなった土地は害獣のパラダイス

■ 高齢化で野菜が高騰する

■ 高齢化で中小企業の大廃業時代がやってくる

■ 自動運転が進んでも整備する人が足りない

■ 2030 年には患者不足が顕著に。医師余り到来か―

■ 保守技術者不足でエアコンが壊れても直せない時代に？

■ 10 億トンの荷物が滞る物流業界

■ 健康経営で社員をいきいき活用する

■ 遺産マネーが地方の銀行から大都会の銀行に

■ IT 技術者は需要に追いつかず。金融業界に打撃

■ 80、90 歳が元気で働ける若返り医療、「オミックス医療」

■ あと10 年足らずで迎える「ミニ氷河期」

■ 60 歳で起業することも手。早めに準備を

■ 高齢者の家は住む部屋を限定しコンパクトに暮らす

■ 企業は全国転勤をやめさせる

■ アルムナイ雇用を積極的に展開する

POINT

【書籍】●『未来の年表２』 河合雅司 ［講
談社現代新書］ ●『未来の年表　業界大変
化』 河合雅司 ［講談社現代新書］  ●『日本
と世界の未来年表』 世界博学倶楽部 ［PHP
研究所］ ●『日本の未来予測一覧表』［アン
トレックス］ ●『百年経営 No.1』［一般社
団法人 100 年経営研究機構］ ●『データ
でわかる 2030 年の日本』 三浦展 ［洋泉社］ 
●『未来の中国年表』近藤大介 ［講談社現
代新書］

【参考サイト】●「日本経済新聞 ●厚生労
働省 ●経済産業省 ●国土交通省 ●総務
省 ● ZUU オンライン ●ダイヤモンド・オン
ライン ●東洋経済オンライン　ほか

参考未来で起こる兆しを
早めにキャッチして、活かす

　日本が人口減少社会になり、人材
不足が起こることは予想できていたは
ずだ。しかしその影響が我が身、我
が社にいつどのような形で降り掛かっ
てくるかを的確に予測していた人は少
なかったのではないだろうか。例えば
人材不足はもはや大手企業にも影響
を与える。ある有名重機メーカーの役

員は、「２年ほど前まで人材不足は他
人事だったが、ここに来てじわじわ効
いてきた」と打ち明ける。
　ものごとはある種予兆のような形で
起こり、そしてある閾値を超えると一気
に吹き出すもの。その予兆をいかに早
めに察知し、対策を練れるかがその
企業や組織、民族の、生き残り、発
展の大きなポイントであることは言うま
でもない。未来の兆しに対して、感度
を上げておこう。■


